
 
  

【表紙】

【提出書類】 半期報告書

【提出先】 東海財務局長

【提出日】 平成19年12月26日

【中間会計期間】 第31期中(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日)

【会社名】 五洋インテックス株式会社

【英訳名】 GOYO INTEX CO.,LTD.

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長  大 脇 功 嗣

【本店の所在の場所】 愛知県小牧市小木五丁目411番地

【電話番号】 0568(76)1050

【事務連絡者氏名】 経理部長  服 部 信 隆

【最寄りの連絡場所】 愛知県小牧市小木五丁目411番地

【電話番号】 0568(76)1050

【事務連絡者氏名】 経理部長  服 部 信 隆

【縦覧に供する場所】 株式会社ジャスダック証券取引所

 (東京都中央区日本橋茅場町一丁目４番９号)



第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、１株当たり中間（当期）純損失であり、ま

た潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

  

第一部 【企業情報】

回次 第29期中 第30期中 第31期中 第29期 第30期

会計期間

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日

自 平成19年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ９月30日

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ３月31日

売上高 (千円) 812,998 731,388 725,294 1,735,836 1,550,389

経常損失 (千円) 115,135 284,519 195,155 135,684 389,054

中間(当期)純損失 (千円) 120,893 300,387 226,745 140,854 595,772

純資産額 (千円) 2,054,574 1,710,890 1,178,311 2,044,017 1,411,015

総資産額 (千円) 2,682,435 2,358,273 1,819,424 2,716,265 2,111,539

１株当たり純資産額 (円) 508.04 423.14 291.42 505.53 348.97

１株当たり中間(当期)純
損失金額

(円) 29.89 74.29 56.08 34.83 147.34

潜在株式調整後１株当た
り中間(当期)純利益金額

(円) ― ─ ─ ─ ─

自己資本比率 (％) 76.6 72.5 64.8 75.3 66.8

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) 13,822 △262,192 △126,709 △57,077 △73,516

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) △46,607 △31,620 △28,974 △59,993 △71,335

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) △20,119 229,896 ─ △20,490 229,887

現金及び現金同等物 
の中間期末(期末)残高

(千円) 430,474 281,901 275,169 345,818 430,853

従業員数 
〔外、平均臨時雇用者
数〕 
（外、業務委託販売員
数）

(名)

50 

〔44〕

（53）

68 

〔48〕

（46）

109 

〔35〕

（10）

52 

〔51〕

（53）

84 

〔49〕

（38）



(2) 提出会社の経営指標等 

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、１株当たり中間（当期）純損失であり、ま

た潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

  

回次 第29期中 第30期中 第31期中 第29期 第30期

会計期間

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日

自 平成19年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ９月30日

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ３月31日

売上高 (千円) 769,886 640,075 677,588 1,639,136 1,396,138

経常損失 (千円) 118,928 264,059 197,831 137,552 362,166

中間(当期)純損失 (千円) 124,271 375,125 226,520 141,768 698,317

資本金 (千円) 656,207 656,207 656,207 656,207 656,207

発行済株式総数 (株) 4,044,150 4,044,150 4,044,150 4,044,150 4,044,150

純資産額 (千円) 2,154,419 1,738,462 1,178,301 2,146,327 1,410,781

総資産額 (千円) 2,771,812 2,369,401 1,812,272 2,800,275 2,088,990

１株当たり純資産額 (円) 532.72 429.96 291.42 530.83 348.91

１株当たり中間(当期)純
損失金額

(円) 30.73 92.78 56.02 35.06 172.70

潜在株式調整後１株当た
り中間(当期)純利益金額

(円) ― ─ ─ ─ ─

１株当たり配当額 (円) ― ─ ─ ５ ─

自己資本比率 (％) 77.7 73.4 65.0 76.6 67.5

従業員数 
〔外、平均臨時雇用者
数〕 
（外、業務委託販売員
数）

(名)

47 

〔37〕

（51）

59 

〔34〕

（45）

97 

〔29〕

（10）

48 

〔38〕

（50）

73 

〔36〕

（36）



２ 【事業の内容】 

当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営んでいる事業の内容に重

要な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。 

  

  

３ 【関係会社の状況】 

当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

当社グループは、室内装飾品の販売を主な事業内容とし、カーテンを中心に販売を行っているため、

事業の種類別セグメントごとの記載は行っておりません。 

事業の種類別セグメントの従業員の状況に代えて、連結会社別の従業員の状況を記載すると次のとお

りであります。 

平成19年９月30日現在 

 
(注) 1 従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は〔 〕内に、業務委託販売員数は（ ）内に当中間連結会計期

間の平均人員を外書きで記載しております。 

2 従業員数が前連結会計年度末に比し25名増加した主な要因といたしましては、業務委託販売員から従業員に

変更したことによるものであります。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成19年９月30日現在 

 
(注) 1 従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は〔 〕内に、業務委託販売員数は（ ）内に当中間会計期間の

平均人員を外書きで記載しております。 

2 従業員数が前期末に比し24名増加した主な要因といたしましては、業務委託販売員から従業員に変更したこ

とによるものであります。 

  

(3) 労働組合の状況 

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は良好であります。 

  

連結会社名 従業員数(名)

当社
97

〔29〕
（10）

株式会社イフ(連結子会社)
12

〔６〕
（─）

合計
109
〔35〕
（10）

従業員数(名)
97

〔29〕
（10）



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間連結会計期間における我が国経済は、企業収益の改善に伴う好調な設備投資や雇用情勢の改善

等を背景に、概ね堅調に推移しました。 

 当カーテン業界におきましては、新設住宅着工の総戸数は前年同期比19.7％減少しており、特に７月

以降は、改正建築基準法施行による審査遅れの影響により大幅な減少（７月は前年同期比23.4％減、８

月は前年同期比43.4％減、９月は前年同期比44.0％減）となり、非常に厳しい状況で推移しました。 

 このような状況の下、当社グループは６月にメインブランドの１つであります「サザンクロス」の見

本帳を改訂いたしました。今回の「サザンクロス」は、従来からのヨーロッパテイストを盛り込みなが

ら日本の住居に馴染みやすい商品、生地の表面に表情のある商品、防炎・遮光商品の充実など、より消

費者のニーズに添う商品構成で編集しております。 

 しかしながら、営業面では新設住宅着工総戸数の減少による影響、小売および工事事業者への販売減

少などにより売上高は減少いたしました。 

 利益面におきましては、粗利益率の改善、販売費及び一般管理費の減少などにより損失が縮小いたし

ました。 

 以上の結果、当中間連結会計期間の売上高は前年同期比0.8％減の725百万円、営業損失は206百万円

（前中間連結会計期間は288百万円の営業損失）、経常損失は195百万円（前中間連結会計期間は284百

万円の経常損失）、中間純損失は226百万円（前中間連結会計期間は300百万円の中間純損失）となりま

した。 

  



(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間連結会計期間における「営業活動によるキャッシュ・フロー」は126百万円の支出、「投資活

動によるキャッシュ・フロー」は28百万円の支出であり、財務活動のフローはなく、その結果「現金及

び現金同等物の中間期末残高」は前連結会計年度末に比べ155百万円減少し、275百万円となりました。

  

①営業活動によるキャッシュ・フロー 

当中間連結会計期間の営業活動によるキャッシュ・フローは126百万円の支出（前中間連結会計期間

は262百万円の支出）となりました。主な収入は、売上債権の減少による66百万円、その他資産の減少

による29百万円、支出は、税金等調整前中間純損失220百万円であります。 

  

②投資活動によるキャッシュ・フロー 

当中間連結会計期間の投資活動によるキャッシュ・フローは28百万円の支出（前中間連結会計期間は

31百万円の支出）となりました。主な支出は、貸付金の貸付けによる支出30百万円であります。 

  

  



２ 【仕入及び販売の状況】 

(1) 仕入実績 

当社グループは、室内装飾品の販売を主な事業内容とし、カーテンを中心に販売を行っているため、

事業の種類別セグメントごとの記載は行っておりません。 

事業の種類別セグメントの仕入実績に代えて、当中間連結会計期間における商品区分別の仕入実績を

記載すると次のとおりであります。 
  

 
(注) １ 上記金額には消費税等は含まれておりません。 

２ 生地仕入金額は、他勘定振替前の金額であります。 

３ 生地仕入金額は、加工所に対する有償支給高を控除した金額となっており、生地仕入（有償支給高を含む）

につきましては、約53.4％が輸入品であります。なお、当中間連結会計期間における輸入の国別構成比は次

のとおりであります。 

  

 
  

(2) 販売実績 

当社グループは、室内装飾品の販売を主な事業内容とし、カーテンを中心に販売を行っているため、

事業の種類別セグメントごとの記載は行っておりません。 

事業の種類別セグメントの販売実績に代えて、当中間連結会計期間における商品区分別の販売実績を

記載すると次のとおりであります。 
  

 
(注) １ 上記金額には消費税等は含まれておりません。 

２ 主要顧客(総販売実績に対する割合が10％以上)に該当するものはありません。 

  

区分

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

金額(千円) 前年同期比(％)

生地 199,343 92.4

縫製品 76,400 98.2

その他 45,244 97.4

合計 320,988 94.4

  国名
当中間連結会計期間

(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

ベルギー (％) 24.5

ドイツ (％) 20.5

イタリア (％) 17.4

フランス (％) 11.2

トルコ (％) 10.1

タイ (％) 5.1

オランダ (％) 2.5

スイス (％) 2.5

その他 (％) 6.2

合計 (％) 100.0

区分

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

金額(千円) 前年同期比(％)

生地 233,180 100.4

縫製品 390,102 101.0

その他 102,011 90.4

合計 725,294 99.2



３ 【対処すべき課題】 

当社グループは、前々連結会計年度より連続して営業損失を計上し、営業活動のキャッシュ・フローも

連続してマイナスとなっていることから、継続企業の前提に関する重要な疑義が存在しております。 

 当社グループではこのような状況を解消すべく、より消費者のニーズに添う商品構成で６月に見本帳改

訂した「サザンクロス」の販売強化による売上増、さらに12月予定で、花粉やダニアレル物質の働きを抑

え、快適な室内環境を提案する商品（アレルバスター商品）で構成する新たな住宅メーカー専用見本帳

「サザンウインド」の発刊による販売強化を行うとともに、販売費及び一般管理費の削減をより一層強化

することにより利益回復を図る所存であります。 

 また、当社グループが安定した企業収益を確保するために、今後は新商品の開発販売の早期実現を目指

してまいります。 

  

  

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。 

  

  

  

５ 【研究開発活動】 

特記すべき事項はありません。 

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

 当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  
  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

該当事項はありません。 

  

  

  



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

(4) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

 
（注）資本準備金の減少は、平成19年６月28日開催の定時株主総会の決議に基づき、欠損補填を目的として取崩した

ものであります。 

  

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 13,000,000

計 13,000,000

種類
中間会計期間末 
現在発行数(株) 

(平成19年９月30日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成19年12月26日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融 
商品取引業協会名

内容

普通株式 4,044,150 4,044,150
ジャスダック
証券取引所

―

計 4,044,150 4,044,150 ― ―

年月日
発行済株式 
総数増減数 
(千株)

発行済株式
総数残高 
(千株)

資本金増減額
 

(千円)

資本金残高
 

(千円)

資本準備金 
増減額 
(千円)

資本準備金
残高 
(千円)

平成19年７月31日 ― 4,044 ― 656,207 △450,000 402,070



(5) 【大株主の状況】 

平成19年９月30日現在 

 
（注）１ 大脇功嗣（当社代表取締役社長）は相続による株式取得のため主要株主となりました。 

２ 半期報告書提出日現在、大脇功嗣は遺産分割協議締結による株式の異動により主要株主ではなくなりまし

た。 

  

(6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成19年９月30日現在 

 
(注) 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が2,000株(議決権２個)含まれて

おります。 

  

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

株式会社大倉商事 愛知県小牧市小木南3-492-1 1,350 33.38

大 脇 功 嗣 愛知県北名古屋市 470 11.62

五洋インテックス取引先持株会 愛知県小牧市小木5-411 249 6.15

石 黒 清 次 愛知県稲沢市 96 2.37

松 浦 行 子 東京都中央区 89 2.20

株式会社ジャフコ 東京都千代田区丸の内1-8-2 83 2.05

大阪証券金融株式会社 大阪市中央区北浜2-4-6 82 2.02

朝日火災海上保険株式会社 東京都千代田区神田美土代町7 80 1.97

大 脇 保 彦 愛知県名古屋市北区 75 1.85

楊 耀宇 東京都練馬区 52 1.28

計 ― 2,626 64.93

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式 
4,042,000 

4,042 ―

単元未満株式
普通株式 
  2,150 

― ―

発行済株式総数 4,044,150 ― ―

総株主の議決権 ― 4,042 ―



② 【自己株式等】 

平成19年９月30日現在 

 
  

２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

 
(注) 最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありません。

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 

(株)

他人名義
所有株式数 

(株)

所有株式数
の合計 
(株)

発行済株式総数
に対する所有 

株式数の割合(％)

― ― ― ― ― ―

計 ― ― ― ― ―

月別
平成19年 
４月

５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高(円) 189 190 177 166 164 145

最低(円) 170 160 158 141 139 125



第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11

年大蔵省令第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

 なお、前中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正前の中間連結財

務諸表規則に基づき、当中間連結会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）は、改正後

の中間連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

  

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵

省令第38号。以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

 なお、前中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正前の中間財務諸表等

規則に基づき、当中間会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）は、改正後の中間財務

諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、前中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)及び前中間会計期間（平成

18年４月１日から平成18年９月30日まで）は証券取引法第193条の２の規定に基づき、また当中間連結会

計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)及び当中間会計期間（平成19年４月１日から平成19

年９月30日まで)は金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、それぞれ中間連結財務諸表並びに

中間財務諸表について、監査法人トーマツにより中間監査を受けております。 

  



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  

 
  

前中間連結会計期間末

(平成18年９月30日)

当中間連結会計期間末

(平成19年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比 
(％)

金額(千円)
構成比 
(％)

金額(千円)
構成比 
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 281,901 275,169 430,853

 ２ 受取手形及び売掛金 ※２ 235,024 234,531 301,409

 ３ たな卸資産 388,405 402,204 423,862

 ４ その他 18,959 16,650 27,155

   貸倒引当金 △448 △501 △366

  流動資産合計 923,841 39.2 928,054 51.0 1,182,914 56.0

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産 ※１

  (1) 建物及び構築物 361,982 278,012 297,515

  (2) 運搬具 52 0 52

  (3) 土地 612,181 289,500 289,500

  (4) その他 73,548 0 567,512 11,106 598,174

  有形固定資産合計 1,047,765 44.4

 ２ 無形固定資産 29,960 1.3 ─ ─

 ３ 投資その他の資産

  (1) 投資有価証券 95,168 75,882 87,635

  (2) 差入保証金 155,328 149,219 155,476

  (3) その他 142,436 100,942 123,713

    貸倒引当金 △36,228 △2,187 323,857 △36,374 330,450

  投資その他の資産合計 356,704 15.1 ─ ─

  固定資産合計 1,434,431 60.8 891,370 49.0 928,625 44.0

  資産合計 2,358,273 100.0 1,819,424 100.0 2,111,539 100.0



 
  

前中間連結会計期間末

(平成18年９月30日)

当中間連結会計期間末

(平成19年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比 
(％)

金額(千円)
構成比 
(％)

金額(千円)
構成比 
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 支払手形及び買掛金 180,807 153,066 200,559

 ２ 短期借入金 350,000 350,000 350,000

 ３ 未払法人税等 6,262 7,396 13,739

 ４ 未払消費税等 ─ 6,100 3,394

 ５ 賞与引当金 5,000 5,000 5,000

 ６ その他 61,170 71,389 73,738

  流動負債合計 603,240 25.6 592,953 32.6 646,432 30.6

Ⅱ 固定負債

 １ 繰延税金負債 20,645 11,809 17,602

 ２ 退職給付引当金 18,173 20,227 18,565

 ３ 役員退職慰労引当金 5,324 5,324 5,324

 ４ その他 ─ 10,800 12,600

  固定負債合計 44,142 1.9 48,160 2.7 54,092 2.6

  負債合計 647,382 27.5 641,113 35.2 700,524 33.2

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 656,207 27.8 656,207 36.1 656,207 31.1

 ２ 資本剰余金 852,070 36.1 659,823 36.3 852,070 40.4

 ３ 利益剰余金 172,373 7.3 △157,510 △8.7 △123,012 △5.8

 ４ 自己株式 △217 △0.0 △217 △0.0 △217 △0.0

   株主資本合計 1,680,432 71.3 1,158,302 63.7 1,385,047 65.6

Ⅱ 評価・換算差額等

   その他有価証券 

   評価差額金
30,457 1.3 20,008 1.1 25,967 1.2

  評価・換算差額等合計 30,457 1.3 20,008 1.1 25,967 1.2

  純資産合計 1,710,890 72.5 1,178,311 64.8 1,411,015 66.8

  負債純資産合計 2,358,273 100.0 1,819,424 100.0 2,111,539 100.0



② 【中間連結損益計算書】 

  

 
  

前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結損益計算書

(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
百分比 
(％)

金額(千円)
百分比 
(％)

金額(千円)
百分比 
(％)

Ⅰ 売上高 731,388 100.0 725,294 100.0 1,550,389 100.0

Ⅱ 売上原価 375,761 51.4 306,923 42.3 688,256 44.4

  売上総利益 355,627 48.6 418,371 57.7 862,133 55.6

Ⅲ 販売費及び一般管理費

 １ 貸倒引当金繰入額 981 480 1,439

 ２ 給与手当 148,588 210,386 333,341

 ３ 賞与 ─ 10,226 ─

 ４ 賞与引当金繰入額 5,000 5,000 5,000

 ５ 退職給付費用 2,458 2,531 4,435

 ６ 業務委託費 95,966 38,561 172,856

 ７ 賃借料 68,596 64,848 127,814

 ８ 見本帳費 34,344 29,976 68,070

 ９ 減価償却費 39,456 12,387 80,858

 10 広告宣伝費 72,676 64,218 114,513

 11 その他 175,894 643,963 88.0 185,964 624,582 86.1 341,030 1,249,360 80.6

  営業損失 288,336 △39.4 206,210 △28.4 387,226 △25.0

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息 96 491 145

 ２ 為替差益 1,486 6,466 4,348

 ３ 賃貸収入 389 4,227 2,516

 ４ デリバティブ評価益 353 ─ 3,140

 ５ 保険配当金 ─ 1,959 ─

 ６ その他 2,973 5,300 0.7 2,260 15,403 2.1 4,699 14,851 1.0

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払利息 933 2,378 2,846

 ２ 売上割引 175 205 366

 ３ 賃貸原価 255 ─ 7,823

 ４ デリバティブ評価損 ─ 1,761 ─

 ５ その他 118 1,483 0.2 2 4,347 0.6 5,642 16,679 1.1

  経常損失 284,519 △38.9 195,155 △26.9 389,054 △25.1

Ⅵ 特別利益

 １ 貸倒引当金戻入益 22 350 ─

 ２ 過年度損益修正益 2,429 211 ─

 ３ 保険金収入 3,720 ─ 289,946

 ４ 投資有価証券売却益 1,060 ─ 1,060

 ５ その他 120 7,352 1.0 ─ 562 0.1 11,359 302,366 19.5

Ⅶ 特別損失

 １ 固定資産除却損 ※１ 15,029 40 20,338

 ２ 減損損失 ※２ ─ 22,922 455,366

 ３ 災害損失 1,997 ─ ─

 ４ その他 185 17,212 2.4 3,402 26,364 3.6 21,348 497,054 32.1

  税金等調整前中間(当期) 
  純損失

294,379 △40.2 220,957 △30.5 583,742 △37.7

  法人税、住民税及び事業税 6,008 6,008 0.8 5,787 0.8 12,030 0.7

  中間(当期)純損失 300,387 △41.1 226,745 △31.3 595,772 △38.4



③ 【中間連結株主資本等変動計算書】 

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

 
  

 
(注)平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日残高(千円) 656,207 852,070 492,977 △217 2,001,037

中間連結会計期間中の変動額

 剰余金の配当(注) △20,216 △20,216

 中間純損失 △300,387 △300,387

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額)

中間連結会計期間中の変動額合計 

(千円)
─ ─ △320,604 ─ △320,604

平成18年９月30日残高(千円) 656,207 852,070 172,373 △217 1,680,432

評価・換算差額等
純資産合計

その他有価証券評価差額金 評価・換算差額等合計

平成18年３月31日残高(千円) 42,980 42,980 2,044,017

中間連結会計期間中の変動額

 剰余金の配当(注) △20,216

 中間純損失 △300,387

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額)

△12,522 △12,522 △12,522

中間連結会計期間中の変動額合計 
(千円)

△12,522 △12,522 △333,127

平成18年９月30日残高(千円) 30,457 30,457 1,710,890



当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

  

 
  

 
  

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成19年３月31日残高(千円) 656,207 852,070 △123,012 △217 1,385,047

中間連結会計期間中の変動額

 剰余金の配当

 中間純損失 △226,745 △226,745

 資本剰余金の取崩しによる 
 欠損補填

△192,246 192,246 ─

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額)

中間連結会計期間中の変動額合計 

(千円)
─ △192,246 △34,498 ─ △226,745

平成19年９月30日残高(千円) 656,207 659,823 △157,510 △217 1,158,302

評価・換算差額等
純資産合計

その他有価証券評価差額金 評価・換算差額等合計

平成19年３月31日残高(千円) 25,967 25,967 1,411,015

中間連結会計期間中の変動額

 剰余金の配当

 中間純損失 △226,745

 資本剰余金の取崩しによる 
 欠損補填

─

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額)

△5,959 △5,959 △5,959

中間連結会計期間中の変動額合計 
(千円)

△5,959 △5,959 △232,704

平成19年９月30日残高(千円) 20,008 20,008 1,178,311



前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

 
  

 
（注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日残高(千円) 656,207 852,070 492,977 △217 2,001,037

連結会計年度中の変動額

 剰余金の配当（注） △20,216 △20,216

 当期純損失 △595,772 △595,772

 株主資本以外の項目の 
 連結会計年度中の変動額(純額)

連結会計年度中の変動額合計 
(千円)

─ ─ △615,989 ─ △615,989

平成19年３月31日残高(千円) 656,207 852,070 △123,012 △217 1,385,047

評価・換算差額等
純資産合計

その他有価証券評価差額金 評価・換算差額等合計

平成18年３月31日残高(千円) 42,980 42,980 2,044,017

連結会計年度中の変動額

 剰余金の配当（注） △20,216

 当期純損失 △595,772

 株主資本以外の項目の 
 連結会計年度中の変動額(純額)

△17,012 △17,012 △17,012

連結会計年度中の変動額合計 
(千円)

△17,012 △17,012 △633,001

平成19年３月31日残高(千円) 25,967 25,967 1,411,015



④ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

 
  

前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度の要約
連結キャッシュ・フロ
ー計算書
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円)

Ⅰ 営業活動による 
  キャッシュ・フロー

 １ 税金等調整前中間（当期） 
   純損失（△）

△294,379 △220,957 △583,742

 ２ 減価償却費 39,712 12,387 81,114

 ３ 減損損失 ─ 22,922 455,366

 ４ 貸倒引当金の減少額 △202 △34,052 △137

 ５ 退職給付引当金の 
   増加額・減少額（△）

△525 1,661 △132

 ６ 役員退職慰労引当金の 
   減少額

△173,014 ─ △173,014

 ７ 受取利息及び受取配当金 △816 △1,162 △1,228

 ８ 支払利息 933 2,378 2,846

 ９ 投資有価証券売却益 △1,060 ─ △1,060

 10 有形固定資産売却損 185 ─ 185

 11 有形固定資産除却損 14,638 40 19,989

 12 保険金収入 △3,720 ─ △289,946

 13 売上債権の減少額 99,702 66,878 33,317

 14 たな卸資産の減少額 67,896 21,658 32,439

 15 仕入債務の減少額 △60,412 △47,493 △40,660

 16 未払消費税等の増加額 558 2,706 3,394

 17 その他資産の減少額 83,811 29,524 94,407

 18 その他負債の減少額 △26,568 △3,915 △17,201

 19 その他 △1,222 33,853 16,869

    小      計 △254,482 △113,570 △367,193

 20 利息及び配当金の受取額 816 1,162 1,228

 21 利息の支払額 △708 △2,500 △2,440

 22 保険金の受取額 3,720 ─ 304,500

 23 法人税等の支払額 △11,537 △11,800 △9,611

  営業活動による 
  キャッシュ・フロー

△262,192 △126,709 △73,516



 
  

前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度の要約
連結キャッシュ・フロ
ー計算書
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円)

Ⅱ 投資活動による 
  キャッシュ・フロー
 １ 有形固定資産の売却による 
   収入

1 ─ 1

 ２ 有形固定資産の取得による 
   支出

△33,027 △4,139 △54,585

 ３ 有形固定資産の除却による 
   支出

△1,904 ─ △2,923

 ４ 無形固定資産の取得による 
   支出

△1,625 △548 △2,905

 ５ 投資有価証券の売却による 
   収入

4,020 ─ 4,020

 ６ 貸付けによる支出 ─ △30,000 ─

 ７ その他投資の取得による支 
   出

△391 △2,691 △20,598

 ８ その他投資の返還による収 
   入

1,308 8,405 5,656

  投資活動による 
  キャッシュ・フロー

△31,620 △28,974 △71,335

Ⅲ 財務活動による
  キャッシュ・フロー

 １ 短期借入れによる収入 275,000 ─ 250,000

 ２ 短期借入金の返済による支 
   出

△25,000 ─ ─

 ３ 配当金の支払額 △20,103 ─ △20,112

  財務活動による 
  キャッシュ・フロー

229,896 ─ 229,887

Ⅳ 現金及び現金同等物
  の増減額

△63,916 △155,683 85,035

Ⅴ 現金及び現金同等物
  の期首残高

345,818 430,853 345,818

Ⅵ 現金及び現金同等物の
  中間期末(期末)残高

※１ 281,901 275,169 430,853



継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況 

  
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

―――――――――――  当社グループは、前々連結会計年

度137,518千円、前連結会計年度

387,226千円と連続して重要な営業

損失を計上し、当中間連結会計期間

も206,210千円の営業損失を計上し

ました。加えて、営業活動によるキ

ャッシュ・フローも前々連結会計年

度 57,077 千円、前連結会計年度

73,516千円と連続してマイナスとな

り、当中間連結会計期間も126,709

千円のマイナスとなりました。これ

により当社グループには継続企業の

前提に関する重要な疑義が存在して

おります。 

 この主な要因は、前々連結会計年

度におきましては、ハイブランドを

方針とした見本帳「サザンクロス」

において、高めの販売価額設定や掛

率設定により得意先との取引条件の

交渉が難航したことによる影響など

で売上高が大幅に減少したためであ

ります。前連結会計年度におきまし

ては、首都圏を中心に売上比重の高

い「インハウス」の見本帳改訂が１

年遅れたことによる影響、前年に引

き続き「サザンクロス」取引条件の

交渉難航による得意先離れなどで売

上高が大幅に減少したためでありま

す。当中間連結会計期間におきまし

ては、新設住宅着工総戸数の減少に

よる影響、小売および工事事業者へ

の販売減少などにより売上高が当初

見込みより大幅に減少したためであ

ります。

 当社グループではこのような状況

を解消すべく、より消費者のニーズ

に添う商品構成で６月に見本帳改訂

した「サザンクロス」の販売強化に

よる売上増、さらに12月予定で花粉

やダニアレル物質の働きを抑え、快

適な室内環境を提案する商品で構成

する新たな見本帳「サザンウイン

ド」の発刊による販売強化を行うと

ともに、販売費及び一般管理費の削

減をより一層強化することにより利

益回復を図る所存であります。

 また、当社グループが安定した企

業収益を確保するために、今後は新

商品の開発販売の早期実現を目指し

てまいります。

 なお、当中間連結会計期間末現在

の現金及び預金残高は275,169千円

であり、当面の資金繰について懸念

はないものと考えております。

 中間連結財務諸表は継続企業を前

提として作成されており、上記のよ

うな重要な疑義の影響を中間連結財

務諸表には反映しておりません。

―――――――――――



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

 
  

項目
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ 連結の範囲に関す

る事項

 子会社は全て連結されて

おります。 

 当社連結子会社は、株式

会社イフの１社でありま

す。 

 

同   左 同   左

２ 持分法の適用に関

する事項

 該当事項はありません。 同   左 同   左

３ 連結子会社の中間

決算日（決算日）

等に関する事項

 連結子会社の中間期の末

日と中間連結決算日は一致

しております。

同   左  連結子会社の事業年度末

日と連結決算日は一致して

おります。

４ 会計処理基準に関

する事項

 (1) 重要な資産の評

価基準及び評価

方法

有価証券

 その他有価証券

 時価のあるもの

…中間連結決算日の市

場価格等に基づく時

価法（評価差額は全

部純資産直入法によ

り処理し、売却原価

は移動平均法により

算定）

時価のないもの

…移動平均法による原

価法

有価証券

 その他有価証券

 時価のあるもの

  同   左 

  

  

  

  

  

 

─────

有価証券

 その他有価証券

 時価のあるもの

…連結決算日の市場価

格等に基づく時価法

（評価差額は全部純

資産直入法により処

理し、売却原価は移

動平均法により算

定）

時価のないもの

…移動平均法による原

価法

デリバティブ 

 …時価法 

 

デリバティブ 

    同   左

デリバティブ 

    同   左 

 

たな卸資産

 商品

 …移動平均法による原価

法

 貯蔵品

 …最終仕入原価法

たな卸資産

 商品

同   左

 貯蔵品

同   左

たな卸資産

商品

同   左

 貯蔵品

同   左

 (2) 重要な減価償却

資産の減価償却

の方法

有形固定資産

…定率法

 なお、主な耐用年数は次

のとおりであります。

 建物及び構築物

    …３～40年

有形固定資産

同   左

有形固定資産

 同   左



  

 
  

項目
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

（追加情報）

 当中間連結会計期間か

ら、平成19年３月31日以前

に取得したものについて

は、償却可能限度額まで償

却が終了した翌年から５年

間で均等償却する方法によ

っております。 

 当該変更に伴う損益に与

える影響は、軽微でありま

す。

無形固定資産

 …定額法

─────── 無形固定資産

 …定額法

 (3) 重要な引当金の

計上基準

貸倒引当金 

 売上債権、貸付金等の貸

倒損失に備えるため、一般

債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に

回収可能性を勘案し、回収

不能見込額を計上しており

ます。 

 

貸倒引当金

同   左

貸倒引当金

 同   左

賞与引当金 

 従業員賞与の支給に備え

るため、支給見込額基準に

より計上しております。 

 

賞与引当金

同   左

賞与引当金

同   左

退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備え

るため、当中間連結会計期

間末において従業員が自己

都合により退職した場合の

退職金要支給額の100％を

計上しております。

退職給付引当金

同   左

退職給付引当金 

 従業員の退職給付の支給

に備えるため、当連結会計

年度末において従業員が自

己都合により退職した場合

の退職金要支給額の100％

を計上しております。

役員退職慰労引当金 

 当社は役員退職慰労金の

支出に備えるため、内規に

基づく中間期末要支給額を

計上しております。

役員退職慰労引当金

同   左

役員退職慰労引当金 

 当社は役員退職慰労金の

支出に備えるため、内規に

基づく期末要支給額を計上

しております。

 (4) 重要な外貨建の

資産及び負債の

本邦通貨への換

算の基準

 外貨建金銭債権債務は、

中間決算日の直物為替相場

により円貨に換算し、換算

差額は損益として処理して

おります。

───────  外貨建金銭債権債務は、

連結決算日の直物為替相場

により円貨に換算し、換算

差額は損益として処理して

おります。



  

   

  

  

  

項目
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 (5) 重要なリース取

引の処理方法

 リース物件の所有権が借

主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・

リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によって

おります。 

 

同   左 同   左

 (6) その他中間連結

財務諸表（連結

財務諸表）作成

のための基本と

なる重要な事項

消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税に

ついては税抜方式によって

おります。

消費税等の会計処理

同   左

消費税等の会計処理

同   左

５ 中間連結キャッシ

ュ・フロー計算書

( 連 結 キ ャ ッ シ

ュ・フ ロ ー 計 算

書)における資金

の範囲

 中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書における資金

（現金及び現金同等物）

は、手許現金、要求払預金

及び取得日から３カ月以内

に満期の到来する流動性の

高い、容易に換金可能であ

り、かつ、価値の変動につ

いて僅少なリスクしか負わ

ない短期的な投資からなっ

ております。 

 

同   左 

 

 手許現金、要求払預金及

び取得日から３カ月以内に

満期の到来する流動性の高

い、容易に換金可能であ

り、かつ、価値の変動につ

いて僅少なリスクしか負わ

ない短期的な投資からなっ

ております。 

 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

（貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準） 

 当中間連結会計期間から「貸借対

照表の純資産の部の表示に関する会

計基準」（企業会計基準委員会 平

成17年12月９日 企業会計基準第５

号）及び「貸借対照表の純資産の部

の表示に関する会計基準等の適用指

針」（企業会計基準委員会 平成17

年12月９日 企業会計基準適用指針

第８号）を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はあ

りません。なお、従来の「資本の

部」の 合 計 に 相 当 す る 金 額 は

1,710,890千円であります。 

 中間連結財務諸表規則の改正によ

り、当中間連結会計期間における中

間連結財務諸表は、改正後の中間連

結財務諸表規則により作成しており

ます。

────── （貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準） 

 当連結会計年度から「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基

準」（企業会計基準委員会 平成17

年12月９日 企業会計基準第５号）

及び「貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準等の適用指針」

（企業会計基準委員会 平成17年12

月９日 企業会計基準適用指針第８

号）を適用しております。 

 なお、従来の「資本の部」の合計

に相当する金額は1,411,015千円で

あります。 

 連結財務諸表規則改正により、当

連結会計年度における連結財務諸表

は、改正後の連結財務諸表規則によ

り作成しております。



注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間末 
(平成18年９月30日)

当中間連結会計期間末
(平成19年９月30日)

前連結会計年度末 
(平成19年３月31日)

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

827,673千円

※２ 中間連結会計期間末日満期手

形 

 中間連結会計期間末日満期

手形の会計処理については、

手形交換日をもって決済処理

しております。 

 なお、当中間連結会計期間

末日が金融機関の休日であっ

たため、次の中間連結会計期

間末日満期手形が中間連結会

計期間末残高に含まれており

ます。

    受取手形  1,919千円

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

825,519千円

※２ 中間連結会計期間末日満期手

形 

 中間連結会計期間末日満期

手形の会計処理については、

手形交換日をもって決済処理

しております。 

 なお、当中間連結会計期間

末日が金融機関の休日であっ

たため、次の中間連結会計期

間末日満期手形が中間連結会

計期間末残高に含まれており

ます。

    受取手形    2,084千円

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

813,407千円

※２ 連結会計年度末日満期手形 

 連結会計年度末日満期手形

の会計処理については、手形

交換日をもって決済処理して

おります。 

 なお、当連結会計年度末日

が金融機関の休日であったた

め、次の連結会計年度末日満

期手形が連結会計年度末残高

に含まれております。

   受取手形     1,030千円



(中間連結損益計算書関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

※１ 固定資産除却損の内訳

建物及び構築物 7,618千円

器具備品 5,115千円

その他 2,296千円

 計 15,029千円

 

※１ 固定資産除却損の内訳

器具備品 40千円

 計 40千円

 

※１ 固定資産除却損の内訳

建物及び構築物 12,192千円

その他 8,145千円

計 20,338千円

――――――――――

 

 

※２ 減損損失

 当中間連結会計期間において、当

社グループは以下の資産グループに

ついて減損損失を計上しておりま

す。

区分 用途 種類 場所
減損損失
(千円)

当社
事 業
用 資
産

建 物
等

愛知県
小牧市 
東京都 
新宿区 
他

17,742

当社
賃貸 
資産

建 物
等

静岡県
浜松市 
他

2,660

子 会
社

事 業
用 資
産

建 物
等

静岡県
浜松市 
他

2,518

計 22,922

 当社グループは、他の資産又は資

産グループのキャッシュ・フローか

ら概ね独立したキャッシュ・フロー

を生み出す単位として、当社は資産

を事業用資産と賃貸資産にグルーピ

ングしており、子会社は全ての資産

を事業用資産にグルーピングしてお

ります。

 当中間連結会計期間におきまして

は、これら資産グループについて営

業活動から生ずる損益が継続してマ

イナスであることから、帳簿価額を

回収可能価額まで減額し、当該減少

額を減損損失として特別損失に計上

いたしました。なお、減損損失の内

訳は次のとおりであります。 

 また、当資産グループの回収可能

価額は、不動産鑑定評価額等正味売

却価額により測定しております。

種類 金額

建物及び構築物 7,585千円

機械及び装置 710千円

運搬具 52千円

器具備品 14,025千円

商標権 548千円

計 22,922千円

 

 

 

※２ 減損損失

 当連結会計年度において、当社グ

ループは以下の資産グループについ

て減損損失を計上しております。

区分 用途 種類 場所
減損損失
(千円)

当社
事 業
用 資
産

土 地
及 び
建 物
等

愛知県 
小牧市

402,564

当社
事 業
用 
資産

建 物
等

東京都 
新宿区 
他

17,078

当社
賃貸
資産

建 物
等

静岡県 
浜松市 
他

28,190

子会
社

事 業
用 
資産

建 物
等

静岡県 
浜松市 
他

7,533

計 455,366

 当社グループは、他の資産又は資

産グループのキャッシュ・フローか

ら概ね独立したキャッシュ・フロー

を生み出す単位として、当社は資産

を事業用資産と賃貸資産にグルーピ

ングしており、子会社は全ての資産

を事業用資産にグルーピングしてお

ります。

 当連結会計年度におきましては、

これら資産グループについて営業活

動から生ずる損益が継続してマイナ

スであることから、帳簿価額を回収

可能価額まで減額し、当該減少額を

減損損失として特別損失に計上いた

しました。なお、減損損失の内訳は

次のとおりであります。 

 また、当資産グループの回収可能

価額は、不動産鑑定評価額等正味売

却価額により測定しております。

種類 金額

建物及び構築物 40,895千円

器具備品 62,586千円

土地 322,681千円

商標権 4,878千円

ソフトウェア 14,024千円

電話加入権 8,862千円

長期前払費用 1,437千円

計 455,366千円



(中間連結株主資本等変動計算書関係) 

前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１ 発行済株式に関する事項 

   
  

２ 自己株式に関する事項 

   
  
３ 配当に関する事項 

 配当金支払額 

 
  

  

当中間連結会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

１ 発行済株式に関する事項 

 
  

２ 自己株式に関する事項 

 
  

  

前連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

１ 発行済株式に関する事項 

 
  

２ 自己株式に関する事項 

 
  

３ 配当に関する事項 

配当金支払額 

 
   

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 4,044,150  ─ ─ 4,044,150

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 800 ─ ─ 800

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成18年６月29日 
定時株主総会

普通株式 20,216 ５ 平成18年３月31日 平成18年６月30日

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 4,044,150  ─ ─ 4,044,150

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 800  ─  ─  800 

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 4,044,150  ─ ─ 4,044,150

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 800  ─  ─  800 

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成18年６月29日 
定時株主総会

普通株式 20,216 ５ 平成18年３月31日 平成18年６月30日



(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 

※１ 現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額

との関係

(平成18年９月30日)

現金及び預金勘定 281,901千円

預入期間が３ヵ月 
を超える定期預金

─千円

現金及び 
現金同等物

281,901千円

 

※１ 現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額

との関係

(平成19年９月30日)

現金及び預金勘定 275,169千円

預入期間が３ヵ月
を超える定期預金

─千円

現金及び 
現金同等物

275,169千円

※１ 現金及び現金同等物の期末残

高と連結貸借対照表に掲記さ

れている科目の金額との関係

(平成19年３月31日)

現金及び預金勘定 430,853千円

預入期間が３ヵ月 
を超える定期預金

─千円

現金及び
現金同等物

430,853千円



(リース取引関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引

（借主側）

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引

（借主側）

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引

（借主側）

 

 

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額

運搬具

取得価額相当額 5,100千円

減価償却累計額相当
額

1,360千円

中間期末残高相当額 3,740千円

（注）取得価額相当額は、未経過リ

ース料中間期末残高が有形固

定資産の中間期末残高等に占

める割合が低い為、支払利子

込み法により算定しておりま

す。

２ 未経過リース料中間期末残高相

当額

１年以内 1,020千円

１年超 2,720千円

合計 3,740千円

（注）未経過リース料中間期末残高

相当額は、未経過リース料中

間期末残高が有形固定資産の

中間期末残高等に占める割合

が低い為、支払利子込み法に

より算定しております。

３ 支払リース料及び減価償却費相

当額

支払リース料 553千円

減価償却費相当額 553千円

 

 

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額

運搬具

取得価額相当額 5,100千円

減価償却累計額相当
額

 2,380千円

中間期末残高相当額 2,720千円

同   左 

 

 

 

 

 

２ 未経過リース料中間期末残高相

当額

１年以内 1,020千円

１年超 1,700千円

合計 2,720千円

同   左 

 

 

 

 

 

３ 支払リース料及び減価償却費相

当額

支払リース料 510千円

減価償却費相当額 510千円

 

 

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末残

高相当額

運搬具

取得価額相当額 5,100千円

減価償却累計額相当
額

1,870千円

期末残高相当額 3,230千円

（注）取得価額相当額は、未経過リ

ース料期末残高が有形固定資

産の期末残高等に占める割合

が低い為、支払利子込み法に

より算定しております。 

 

２ 未経過リース料期末残高相当額

１年以内 1,020千円

１年超 2,210千円

合計 3,230千円

（注）未経過リース料期末残高相当

額は、未経過リース料期末残

高が有形固定資産の期末残高

等に占める割合が低い為、支

払利子込み法により算定して

おります。

３ 支払リース料及び減価償却費相

当額

支払リース料 1,063千円

減価償却費相当額 1,063千円

４ 減価償却費相当額の算定方法

 リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によって

おります。 

 

（減損損失について）

 リース資産に配分された減損損

失はありません。

４ 減価償却費相当額の算定方法

同   左 

 

 

 

（減損損失について）

同   左

４ 減価償却費相当額の算定方法

同   左 

 

 

 

（減損損失について）

同   左



(有価証券関係) 

前中間連結会計期間末（平成18年９月30日） 

その他有価証券で時価のあるもの 

 
  

  

当中間連結会計期間末（平成19年９月30日） 

その他有価証券で時価のあるもの 

 
  

  

前連結会計年度末（平成19年３月31日） 

その他有価証券で時価のあるもの 

 
  

  

区分
取得原価
(千円)

中間連結貸借
対照表計上額(千円)

差額 
(千円)

株式 44,065 95,168 51,103

合計 44,065 95,168 51,103

区分
取得原価
(千円)

中間連結貸借
対照表計上額(千円)

差額 
(千円)

株式 44,065 75,882 31,817

合計 44,065 75,882 31,817

区分
取得原価
(千円)

連結貸借
対照表計上額(千円)

差額 
(千円)

株式 44,065 87,635 43,570

合計 44,065 87,635 43,570



(デリバティブ取引関係) 

前中間連結会計期間末(平成18年９月30日) 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況 

 
  

  

当中間連結会計期間末(平成19年９月30日) 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況 

 
（注）時価の算定方法 

取引先金融機関から提示された価格等に基づき算定しております。 

  

  

前連結会計年度末(平成19年３月31日) 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況 

 
（注）時価の算定方法 

取引先金融機関から提示された価格等に基づき算定しております。 

  

対象物の種類 取引の種類 契約額等（千円） 時価（千円） 評価損益（千円）

通貨 為替予約取引 102,504 105,024 2,520

対象物の種類 取引の種類 契約額等（千円） 時価（千円） 評価損益（千円）

通貨
為替予約取引 

買建
34,905 38,450 3,545

対象物の種類 取引の種類 契約額等（千円） 時価（千円） 評価損益（千円）

通貨
為替予約取引 

買建
68,545 73,853 5,307



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日）及び当中間連結会計期間（自

平成19年４月１日 至 平成19年９月30日）、並びに前連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平

成19年３月31日）において、当社グループは室内装飾品の販売を主な事業内容とし、同一セグメントに

属するカーテンを中心とした販売を行っており、当該事業以外に事業の種類がないため、該当事項はあ

りません。 

  

【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日）及び当中間連結会計期間（自

平成19年４月１日 至 平成19年９月30日）、並びに前連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平

成19年３月31日）において、当社グループは本邦以外の国、又は地域に所在する連結子会社及び在外支

店がないため、該当事項はありません。 

  

【海外売上高】 

前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日）及び当中間連結会計期間（自

平成19年４月１日 至 平成19年９月30日）、並びに前連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平

成19年３月31日）において、当社グループは海外売上高がないため、該当事項はありません。 

  



(１株当たり情報) 

  

 
(注) 算定上の基礎 

１ １株当たり純資産額 

 
    

２ １株当たり中間（当期）純損失金額 
  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１株当たり純資産額 423.14円 １株当たり純資産額 291.42円 １株当たり純資産額 348.97円

 

１株当たり中間純損失金
額

74.29円

 

１株当たり中間純損失金
額

56.08円

 

１株当たり当期純損失金
額

147.34円

潜在株式調整後１株当たり中間純利
益金額
 潜在株式が存在しないため、記載
しておりません。

 なお、潜在株式調整後１株当たり
中間純利益金額については、１株当
たり中間純損失であり、また、潜在
株式が存在しないため記載しており
ません。

潜在株式調整後１株当たり当期純利
益金額
潜在株式が存在しないため、記載

しておりません。

項目
前中間連結会計期間末
（平成18年９月30日)

当中間連結会計期間末
（平成19年９月30日)

前連結会計年度末
（平成19年３月31日)

中間連結貸借対照表及び連結
貸借対照表の純資産の部の合
計額（千円）

1,710,890 1,178,311 ─

普通株式に係る純資産額 
（千円）

1,710,890 1,178,311 ─

普通株式の発行済株式数 
（株）

4,044,150 4,044,150 ─

普通株式の自己株式数（株） 800 800 ─

１株当たり純資産額の算定に
用いられた普通株式の数
（株）

4,043,350 4,043,350 ─

項目
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

中間(当期)純損失（千円） 300,387 226,745 595,772

普通株式に係る中間(当期)純

損失（千円）
300,387 226,745 595,772

普通株式の期中平均株式数

（株）
4,043,350 4,043,350 4,043,350



(重要な後発事象) 

  

 
  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

該当事項はありません。 同  左 同  左



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

 
  

前中間会計期間末

(平成18年９月30日)

当中間会計期間末

(平成19年９月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比 
(％)

金額(千円)
構成比 
(％)

金額(千円)
構成比 
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 256,053 261,862 391,024

 ２ 受取手形 ※２ 21,535 17,139 17,003

 ３ 売掛金 198,598 204,867 272,137

 ４ たな卸資産 388,135 397,654 418,669

 ５ その他 ※３ 20,976 16,815 31,421

   貸倒引当金 △529 △335 △401

  流動資産合計 884,769 37.3 898,004 49.6 1,129,855 54.1

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産 ※１

  (1) 建物 345,095 278,012 293,535

  (2) 土地 612,181 289,500 289,500

  (3) その他 77,305 0 12,620

  有形固定資産合計 1,034,583 43.7 567,512 595,655

 ２ 無形固定資産 28,536 1.2 ─ ─

 ３ 投資その他の資産

  (1) 投資有価証券 95,168 75,882 87,635

  (2) 長期貸付金 145,307 190,000 160,000

  (3) 差入保証金 154,828 148,719 154,976

  (4) その他 142,436 70,942 123,713

    貸倒引当金 △116,228 △138,790 △162,846

  投資その他の資産合計 421,512 17.8 346,754 363,479

  固定資産合計 1,484,631 62.7 914,267 50.5 959,134 45.9

  資産合計 2,369,401 100.0 1,812,272 100.0 2,088,990 100.0



 
  

前中間会計期間末

(平成18年９月30日)

当中間会計期間末

(平成19年９月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比 
(％)

金額(千円)
構成比 
(％)

金額(千円)
構成比 
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 支払手形 109,731 104,799 123,607

 ２ 買掛金 64,638 47,208 69,567

 ３ 短期借入金 350,000 350,000 350,000

 ４ 未払法人税等 5,582 6,865 12,466

 ５ 賞与引当金 5,000 5,000 5,000

 ６ その他 ※３ 52,033 72,097 63,616

  流動負債合計 586,986 24.8 585,969 32.3 624,256 29.9

Ⅱ 固定負債

 １ 繰延税金負債 20,645 11,809 17,602

 ２ 退職給付引当金 17,983 20,067 18,425

 ３ 役員退職慰労引当金 5,324 5,324 5,324

 ４ その他 ─ 10,800 12,600

  固定負債合計 43,952 1.9 48,000 2.7 53,952 2.6

  負債合計 630,939 26.6 633,970 35.0 678,208 32.5



 
  

前中間会計期間末

(平成18年９月30日)

当中間会計期間末

(平成19年９月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比 
(％)

金額(千円)
構成比 
(％)

金額(千円)
構成比 
(％)

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 656,207 27.7 656,207 36.2 656,207 31.4

 ２ 資本剰余金

  (1) 資本準備金 852,070 402,070 852,070

  (2) その他資本剰余金 ─ 257,753 ─

    資本剰余金合計 852,070 36.0 659,823 36.4 852,070 40.8

 ３ 利益剰余金

  (1) 利益準備金 69,000 69,000 69,000

  (2) その他利益剰余金

    特別償却準備金 149 ─ ─

    別途積立金 505,921 ─ 505,921

    繰越利益剰余金 △375,125 △226,520 △698,168

   利益剰余金合計 199,944 8.4 △157,520 △8.7 △123,246 △5.9

 ４ 自己株式 △217 △0.0 △217 △0.0 △217 △0.0

   株主資本合計 1,708,004 72.1 1,158,293 63.9 1,384,813 66.3

Ⅱ 評価・換算差額等

     その他有価証券評価 
     差額金

30,457 1.3 20,008 1.1 25,967 1.2

   評価・換算差額等合計 30,457 1.3 20,008 1.1 25,967 1.2

   純資産合計 1,738,462 73.4 1,178,301 65.0 1,410,781 67.5

   負債純資産合計 2,369,401 100.0 1,812,272 100.0 2,088,990 100.0



② 【中間損益計算書】 

  

 
  

前中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間

(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度の
要約損益計算書

(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
百分比 
(％)

金額(千円)
百分比 
(％)

金額(千円)
百分比 
(％)

Ⅰ 売上高 640,075 100.0 677,588 100.0 1,396,138 100.0

Ⅱ 売上原価 334,185 52.2 300,448 44.3 640,202 45.9

  売上総利益 305,890 47.8 377,140 55.7 755,936 54.1

Ⅲ 販売費及び一般管理費 576,200 90.0 577,147 85.2 1,122,472 80.4

  営業損失 270,310 △42.2 200,007 △29.5 366,536 △26.3

Ⅳ 営業外収益 ※１ 8,076 1.3 18,389 2.7 22,308 1.6

Ⅴ 営業外費用 ※２ 1,826 0.3 16,213 2.4 17,939 1.3

  経常損失 264,059 △41.2 197,831 △29.2 362,166 △25.9

Ⅵ 特別利益 4,461 0.7 413 0.1 299,497 21.5

Ⅶ 特別損失 ※３ 110,215 17.2 23,845 3.5 624,906 44.8

   税引前中間（当期）純損失 369,813 △57.8 221,264 △32.7 687,575 △49.3

  法人税、住民税及び事業税 5,312 5,312 0.8 5,256 0.8 10,741 0.8

  中間（当期）純損失 375,125 △58.6 226,520 △33.4 698,317 △50.0



③ 【中間株主資本等変動計算書】 

前中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

 
  

 
（注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己 
株式

株主資本
合計資本 

準備金

資本 
剰余金 
合計

利益 

準備金

その他利益剰余金
利益剰余金

合計特別償却
準備金

別途積立金
繰越利益
剰余金

平成18年３月31日残高 

(千円)
656,207 852,070 852,070 69,000 288 597,893 △71,894 595,287 △217 2,103,347

中間会計期間中の変動額

 剰余金の配当（注） △20,216 △20,216 △20,216

 中間純損失 △375,125 △375,125 △375,125

 特別償却準備金の取崩 
 （注）

△139 139 ─

  別途積立金の取崩（注） △91,971 91,971 ─

 株主資本以外の項目の 
 中間会計期間中の変動  
 額(純額)

中間会計期間中の変動額 
合計(千円)

─ ─ ─ ─ △139 △91,971 △303,231 △395,342 ─ △395,342

平成18年９月30日残高 
(千円)

656,207 852,070 852,070 69,000 149 505,921 △375,125 199,944 △217 1,708,004

評価・換算差額等
純資産合計

その他有価証券評価差額金 評価・換算差額等合計

平成18年３月31日残高 
(千円)

42,980 42,980 2,146,327

中間会計期間中の変動額

 剰余金の配当（注） △20,216

 中間純損失 △375,125

 特別償却準備金の取崩 
 （注）

 別途積立金の取崩（注）

 株主資本以外の項目の  
 中間会計期間中の変動 
 額(純額)

△12,522 △12,522 △12,522

中間会計期間中の変動額 
合計(千円)

△12,522 △12,522 △407,865

平成18年９月30日残高 
(千円)

30,457 30,457 1,738,462



当中間会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

  

 
  

 
  

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己 
株式

株主資本
合計資本 

準備金

その他 

資本 

剰余金

資本
剰余金 
合計

利益 

準備金

その他利益剰余金
利益剰余金

合計別途積立金
繰越利益
剰余金

平成19年３月31日残高 

(千円)
656,207 852,070 ─ 852,070 69,000 505,921 △698,168 △123,246 △217 1,384,813

中間会計期間中の変動額

 中間純損失 △226,520 △226,520 △226,520

 資本準備金の取崩しに 
 よる欠損補填

△450,000 257,753 △192,246 192,246 192,246 ─

  別途積立金の取崩 △505,921 505,921 ─ ─

 株主資本以外の項目の 
 中間会計期間中の変動  
 額(純額)

中間会計期間中の変動額 
合計(千円)

─ △450,000 257,753 △192,246 ─ △505,921 471,647 △34,273 ─ △226,520

平成19年９月30日残高 
(千円)

656,207 402,070 257,753 659,823 69,000 ─ △226,520 △157,520 △217 1,158,293

評価・換算差額等
純資産合計

その他有価証券評価差額金 評価・換算差額等合計

平成19年３月31日残高 
(千円)

25,967 25,967 1,410,781

中間会計期間中の変動額

 中間純損失 △226,520

 資本準備金の取崩しに 
 よる欠損補填

 別途積立金の取崩

 株主資本以外の項目の 
 中間会計期間中の変動 
 額(純額)

△5,959 △5,959 △5,959

中間会計期間中の変動額 
合計(千円)

△5,959 △5,959 △232,479

平成19年９月30日残高 
(千円)

20,008 20,008 1,178,301



前事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

 
  

 
  

（注）１．その他利益剰余金の内訳 

  

 
  

２．平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

株主資本

資本金
資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本合計
資本準備金 利益準備金

その他利益剰余金
（注1）

平成18年３月31日残高(千円) 656,207 852,070 69,000 526,287 △217 2,103,347

事業年度中の変動額

 剰余金の配当（注2） △20,216 △20,216

 当期純損失 △698,317 △698,317

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額)
事業年度中の変動額合計 
(千円)

─ ─ ─ △718,534 ─ △718,534

平成19年３月31日残高(千円) 656,207 852,070 69,000 △192,246 △217 1,384,813

評価・換算差額等
純資産合計

その他有価証券評価差額金 評価・換算差額等合計

平成18年３月31日残高(千円) 42,980 42,980 2,146,327

事業年度中の変動額

 剰余金の配当（注2） △20,216

 当期純損失 △698,317

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額)

△17,012 △17,012 △17,012

事業年度中の変動額合計 
(千円)

△17,012 △17,012 △735,546

平成19年３月31日残高(千円) 25,967 25,967 1,410,781

項目 特別償却準備金 別途積立金 繰越利益剰余金 合計

平成18年３月31日残高(千円) 288 597,893 △71,894 526,287

事業年度中の変動額

 剰余金の配当（注2） △20,216 △20,216

 利益処分による 
  特別償却準備金の取崩（注2）

△139 139 ─

 利益処分による 
  別途積立金の取崩（注2）

△91,971 91,971 ─

 当期純損失 △698,317 △698,317

 特別償却準備金の取崩 △149 149 ─

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額)

事業年度中の変動額合計(千円) △288 △91,971 △626,273 △718,534

平成19年３月31日残高(千円) ─ 505,921 △698,168 △192,246



継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況 

  
前中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

―――――――――――  当社は、前々事業年度137,648千

円、前事業年度366,536千円と連続

して重要な営業損失を計上し、当中

間会計期間も200,007千円の営業損

失を計上しました。これにより当社

には継続企業の前提に関する重要な

疑義が存在しております。 

 この主な要因は、前々事業年度に

おきましては、ハイブランドを方針

とした見本帳「サザンクロス」にお

いて、高めの販売価額設定や掛率設

定により得意先との取引条件の交渉

が難航したことによる影響などで売

上高が大幅に減少したためでありま

す。前事業年度におきましては、首

都圏を中心に売上比重の高い「イン

ハウス」の見本帳改訂が１年遅れた

ことによる影響、前年に引き続き

「サザンクロス」取引条件の交渉難

航による得意先離れなどで売上高が

大幅に減少したためであります。当

中間会計期間におきましては、新設

住宅着工総戸数の減少による影響、

小売および工事事業者への販売減少

などにより売上高が当初見込みより

大幅に減少したためであります。

 当社ではこのような状況を解消す

べく、より消費者のニーズに添う商

品構成で６月に見本帳改訂した「サ

ザンクロス」の販売強化による売上

増、さらに12月予定で花粉やダニア

レル物質の働きを抑え、快適な室内

環境を提案する商品で構成する新た

な見本帳「サザンウインド」の発刊

による販売強化を行うとともに、販

売費及び一般管理費の削減をより一

層強化することにより利益回復を図

る所存であります。

 また、当社が安定した企業収益を

確保するために、今後は新商品の開

発販売の早期実現を目指してまいり

ます。

 なお、当中間会計期間末現在の現

金及び預金残高は261,862千円であ

り、当面の資金繰りについて懸念は

ないものと考えております。

 中間財務諸表は継続企業を前提と

して作成されており、上記のような

重要な疑義の影響を中間財務諸表に

は反映しておりません。

―――――――――――



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

 

項目
前中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ 資産の評価基準及

び評価方法

有価証券

 子会社株式

  …移動平均法による原

価法

 その他有価証券

 時価のあるもの

  …中間決算日の市場価

格等に基づく時価法

（評価差額は全部純

資産直入法により処

理し、売却原価は移

動平均法により算

定）

 時価のないもの

  …移動平均法による原

価法

有価証券

 子会社株式

同   左

 その他有価証券

 時価のあるもの

    同   左 

  

  

  

  

  

 

──────

有価証券

 子会社株式

同   左

 

 その他有価証券

 時価のあるもの

  …決算日の市場価格等

に基づく時価法（評

価差額は全部純資産

直入法により処理

し、売却原価は移動

平均法により算定）

 時価のないもの

  …移動平均法による原

価法

デリバティブ 

 …時価法 

 

デリバティブ 

    同   左 

 

デリバティブ 

    同   左 

 

たな卸資産

 商品

  …移動平均法による原

価法

 貯蔵品

  …最終仕入原価法

たな卸資産

商品

同   左

 貯蔵品

同   左

たな卸資産

商品

同   左

 貯蔵品

同   左

２ 固定資産の減価償

却の方法

有形固定資産 

 …定率法 

 なお、主な耐用年数は次

のとおりであります。 

 建  物…３～40年

 

有形固定資産

同   左

有形固定資産

同   左

（追加情報）

 当中間会計期間から、平

成19年３月31日以前に取得

したものについては、償却

可能限度額まで償却が終了

した翌年から５年間で均等

償却する方法によっており

ます。 

 当該変更に伴う損益に与

える影響は、軽微でありま

す。

無形固定資産 

 …定額法

────── 無形固定資産

 …定額法



  

     
  

項目
前中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

３ 引当金の計上基準 貸倒引当金 

 売上債権、貸付金等の貸

倒損失に備えるため、一般

債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に

回収可能性を勘案し、回収

不能見込額を計上しており

ます。 

 

貸倒引当金

同   左

貸倒引当金

同   左

賞与引当金 
 従業員賞与の支給に備え
るため、支給見込額基準に
より計上しております。 
 

賞与引当金
同   左

賞与引当金
同   左

退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備え

るため、当中間会計期間末

において従業員が自己都合

により退職した場合の退職

金要支給額の100％を計上

しております。 

 

退職給付引当金

同   左

退職給付引当金 

 従業員の退職給付の支給

に備えるため、当期末にお

いて従業員が自己都合によ

り退職した場合の退職金要

支給額の100％を計上して

おります。

役員退職慰労引当金 

 役員退職慰労金の支出に

備えるため、内規に基づく

中間期末要支給額を計上し

ております。 

 

役員退職慰労引当金

同   左

役員退職慰労引当金 

 役員退職慰労金の支出に

備えるため、内規に基づく

期末要支給額を計上してお

ります。 

 

４ 外貨建の資産及び

負債の本邦通貨へ

の換算基準

 外貨建金銭債権債務は、

中間決算日の直物為替相場

により円貨に換算し、換算

差額は損益として処理して

おります。 

 

──────  外貨建金銭債権債務は、

決算日の直物為替相場によ

り円貨に換算し、換算差額

は損益として処理しており

ます。

５ リース取引の処理

方法

 リース物件の所有権が借

主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・

リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によって

おります。 

 

同   左 同   左

６ その他中間財務諸

表（財務諸表）作

成のための基本と

なる重要な事項

消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税に

ついては、税抜方式によっ

ております。 

 

消費税等の会計処理

同   左

消費税等の会計処理

同   左



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

（貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準） 

 当中間会計期間から「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基

準」（企業会計基準委員会 平成17

年12月９日 企業会計基準第５号）

及び「貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準等の適用指針」

（企業会計基準委員会 平成17年12

月９日 企業会計基準適用指針第８

号）を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はあ

りません。 

 なお、従来の「資本の部」の合計

に相当する金額は1,833,462千円で

あります。 

 中間財務諸表等規則の改正によ

り、当中間会計期間における中間財

務諸表は、改正後の中間財務諸表等

規則により作成しております。

────── （貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準） 

 当事業年度から「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準」

（企業会計基準委員会 平成17年12

月９日 企業会計基準第５号）及び

「貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等の適用指針」（企

業会計基準委員会 平成17年12月９

日 企業会計基準適用指針第８号）

を適用しております。 

 なお、従来の「資本の部」の合計

に相当する金額は1,410,781千円で

あります。 

 財務諸表等規則の改正により、当

事業年度における財務諸表は、改正

後の財務諸表等規則により作成して

おります。



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

 
  

(中間損益計算書関係) 

  

 
  

項目
前中間会計期間末 
(平成18年９月30日)

当中間会計期間末
(平成19年９月30日)

前事業年度末 
(平成19年３月31日)

※１ 有形固定資産の
減価償却累計額

760,035千円 780,839千円 769,222千円

※２ 中間期末日（期
末日）満期手形
の会計処理 

 中間期末日満期手形の会
計処理については、手形交
換日をもって決済処理して
おります。 
 なお、当中間期末日が金
融機関の休日であったた
め、次の中間期末日満期手
形が中間期末残高に含まれ
ております。

受取手形 1,919千円

中間期末日満期手形の会
計処理については、手形交
換日をもって決済処理して
おります。 
 なお、当中間期末日が金
融機関の休日であったた
め、次の中間期末日満期手
形が中間期末残高に含まれ
ております。
受取手形    2,084千円

期末日満期手形の会計処
理については、手形交換日
をもって決済処理しており
ます。 
 なお、当期末日が金融機
関の休日であったため、次
の期末日満期手形が期末日
残高に含まれております。 
 

受取手形  1,030千円

※３ 消費税等の取扱
い

仮払消費税等及び仮受消
費税等は、相殺のうえ、流
動資産の「その他」に含め
て表示しております。

仮払消費税等及び仮受消
費税等は、相殺のうえ、流
動負債の「その他」に含め
て表示しております。

――――――

項目
前中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

※１ 営業外収益の主
要項目

 

受取利息 571千円

為替差益 1,486千円

賃貸収入 2,447千円
 

受取利息 1,052千円

為替差益 6,466千円

賃貸収入 6,369千円
 

受取利息 1,241千円

為替差益 4,348千円

賃貸収入 8,349千円

※２ 営業外費用の主
要項目

 

支払利息 866千円

賃貸原価 667千円

 

支払利息 2,280千円

賃貸原価 1,734千円

貸倒引当金
繰入額

10,131千円

デリバティブ
評価損

1,761千円

 

支払利息 2,846千円

賃貸原価 9,088千円

※３ 特別損失の主要
項目

 

貸倒引当金繰入
額

80,000千円  
減損損失 20,403千円

 

減損損失 447,833千円

貸倒引当金繰
入額

126,471千円

固定資産除却
損

16,250千円



  

項目
前中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

（減損損失）

――――――――――

 

 

（減損損失）

当中間会計期間におい
て、当社は以下の資産グル
ープについて減損損失を計
上しております。

用途 種類 場所
減損損失
(千円)

事業
用資 
産

建物
等

愛知県
小牧市
東京都
新宿区
他

17,742

賃貸
資産

建物
等

静岡県
浜松市
他

2,660

計 20,403

当社は、他の資産又は資
産グループのキャッシュ・
フローから概ね独立したキ
ャッシュ・フローを生み出
す単位として、資産を事業
用資産と賃貸資産にグルー
ピングしております。

当中間会計期間におい
て、これら資産グループに
ついて営業活動から生ずる
損益が継続してマイナスで
あることから、帳簿価額を
回収可能価額まで減額し、
当該減少額を減損損失とし
て特別損失に計上いたしま
した。なお、減損損失の内
訳は次のとおりでありま
す。 
 また、当資産グループの
回収可能価額は、不動産鑑
定評価額等正味売却価額に
より測定しております。

種類 金額

建物 3,605千円

構築物 1,907千円

機械及び装置 710千円

車両運搬具 52千円

器具備品 13,579千円

商標権 548千円

計 20,403千円

 

 

 

（減損損失）

当事業年度において、当
社は以下の資産グループに
ついて減損損失を計上して
おります。

用途 種類 場所
減損損失
(千円)

事 業
用 資
産

土地 
及び 
建物 
等

愛知県 
小牧市

402,564

事 業
用 資
産

建物 
等

東京都 
新宿区 
他

17,078

賃貸
資産

建物 
等

静岡県 
浜松市 
他

28,190

計 447,833

当社は、他の資産又は資
産グループのキャッシュ・
フローから概ね独立したキ
ャッシュ・フローを生み出
す単位として、資産を事業
用資産と賃貸資産にグルー
ピングしております。

当事業年度において、こ
れら資産グループについて
営業活動から生ずる損益が
継続してマイナスであるこ
とから、帳簿価額を回収可
能価額まで減額し、当該減
少額を減損損失として特別
損失に計上いたしました。
なお、減損損失の内訳は次
のとおりであります。 
 また、当資産グループの
回収可能価額は、不動産鑑
定評価額等正味売却価額に
より測定しております。

種類 金額

建物 32,066千円

構築物 6,329千円

器具備品 58,977千円

土地 322,681千円

商標権 4,878千円

ソフトウェア 14,024千円

電話加入権 7,438千円

長期前払費用 1,437千円

計 447,833千円

  ４  減価償却実施額

 

有形固定資産 33,388千円

無形固定資産 4,458千円
 
有形固定資産 12,387千円

 

有形固定資産 69,557千円

無形固定資産 7,934千円



(中間株主資本等変動計算書関係) 

前中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

 自己株式に関する事項 

 
  

当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

 自己株式に関する事項 

 
  

前事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 自己株式に関する事項 

 
  

  

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式（株） 800 ─ ─ 800

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式（株） 800 ─ ─ 800

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式（株） 800 ─ ─ 800



(リース取引関係) 

  

 
  

(有価証券関係) 

前中間会計期間末（平成18年９月30日）、当中間会計期間末（平成19年９月30日）及び前事業

年度末（平成19年３月31日）のいずれにおいても子会社株式で時価のあるものはありません。 

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

リース物件の所有権が借主に移
転すると認められるもの以外のフ
ァイナンス・リース取引
（借主側）

リース物件の所有権が借主に移
転すると認められるもの以外のフ
ァイナンス・リース取引
（借主側）

リース物件の所有権が借主に移
転すると認められるもの以外のフ
ァイナンス・リース取引
（借主側）

 

 

 

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額

その他 
(車両運搬具)

取得価額相当額 5,100千円

減価償却累計額相
当額

1,360千円

中間期末残高相当
額

3,740千円

（注）取得価額相当額は、未経過リ

ース料中間期末残高が有形固

定資産の中間期末残高等に占

める割合が低い為、支払利子

込み法により算定しておりま

す。 

 

２ 未経過リース料中間期末残高相

当額

１年以内 1,020千円

１年超 2,720千円

合計 3,740千円

（注）未経過リース料中間期末残高

相当額は、未経過リース料中

間期末残高が有形固定資産の

中間期末残高等に占める割合

が低い為、支払利子込み法に

より算定しております。 

 

３ 支払リース料及び減価償却費相
当額

支払リース料 524千円

減価償却費相当額 524千円

 

 

 

 

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額

その他
(車両運搬具)

取得価額相当額 5,100千円

減価償却累計額相
当額

2,380千円

中間期末残高相当
額

2,720千円

同   左
 
 
 
 
 
 
 

２ 未経過リース料中間期末残高相

当額

１年以内 1,020千円

１年超 1,700千円

合計 2,720千円

同   左
 
 
 
 
 
 
 

３ 支払リース料及び減価償却費相
当額

支払リース料 510千円

減価償却費相当額 510千円

 

 

 

 

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末残

高相当額

その他 
(車両運搬具)

取得価額相当額 5,100千円

減価償却累計額相当
額

1,870千円

期末残高相当額 3,230千円

（注）取得価額相当額は、未経過リ

ース料期末残高が有形固定資

産の期末残高等に占める割合

が低い為、支払利子込み法に

より算定しております。 

 

 

２ 未経過リース料期末残高相当額 

 

１年以内 1,020千円

１年超 2,210千円

合計 3,230千円

（注）未経過リース料期末残高相当

額は、未経過リース料期末残

高が有形固定資産の期末残高

等に占める割合が低い為、支

払利子込み法により算定して

おります。

３ 支払リース料及び減価償却費相
当額

支払リース料 1,034千円

減価償却費相当額 1,034千円

４ 減価償却費相当額の算定方法
 リース期間を耐用年数とし、残存
価額を零とする定額法によっており
ます。 
 
（減損損失について）
 リース資産に配分された減損損失
はありません。

４ 減価償却費相当額の算定方法
同   左

 
 
 

（減損損失について）
同   左

４ 減価償却費相当額の算定方法
同   左 

 
 
 

（減損損失について）
同   左



(１株当たり情報) 

  

 
(注) 算定上の基礎 

１ １株当たり純資産額 

 
    

２ １株当たり中間（当期）純損失金額 

 
  

(重要な後発事象) 

  

 
  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１株当たり純資産額   429.96円 １株当たり純資産額   291.42円 １株当たり純資産額   348.91円

１株当たり中間純損失金額 92.78円 １株当たり中間純損失金額 56.02円
１株当たり当期純損失金額  
                        172.70円

潜在株式調整後１株当たり中間純利
益金額
潜在株式が存在しないため、記載

しておりません。

 なお、潜在株式調整後１株当たり
中間純利益金額については、１株当
たり中間純損失であり、また、潜在
株式が存在しないため記載しており
ません。

潜在株式調整後１株当たり当期純利
益金額
潜在株式が存在しないため、記載

しておりません。

項目
前中間会計期間末

（平成18年９月30日)
当中間会計期間末

（平成19年９月30日)
前事業年度末

（平成19年３月31日)

中間貸借対照表及び貸借対照
表の純資産の部の合計額 
（千円）

1,738,462 1,178,301 ─

普通株式に係る純資産額 
（千円）

1,738,462 1,178,301 ─

普通株式の発行済株式数 
（数）

4,044,150 4,044,150 ─

普通株式の自己株式数 
（株）

800 800 ─

１株当たり純資産額の算定に
用いられた普通株式の数
（株）

4,043,350 4,043,350 ─

項目
前中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

中間（当期）純損失（千円） 375,125 226,520 698,317

普通株式に係る中間（当期）
純損失（千円）

375,125 226,520 698,317

普通株式の期中平均株式数
（株）

4,043,350 4,043,350 4,043,350

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 
該当事項はありません。 同  左 同  左



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に次の書類を提出しております。 

  

 
  

(１)
有価証券報告書 
及びその添付書類

事業年度
(第30期)

自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日

平成19年６月29日 
東海財務局長に提出

(２)
有価証券報告書の 
訂正報告書

事業年度 
（第30期）

自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日

平成19年９月７日 
東海財務局長に提出

(３)臨時報告書
企業内容等の開示に関する内閣府令第
19条第２項第４号（主要株主の異動）
の規定に基づく臨時報告書

平成19年11月19日 
東海財務局長に提出

(４)臨時報告書
企業内容等の開示に関する内閣府令第
19条第２項第４号（主要株主の異動）
の規定に基づく臨時報告書

平成19年11月19日 
東海財務局長に提出

(５)
半期報告書の 
訂正報告書

事業年度 
（第29期中）

自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日

平成19年11月26日 
東海財務局長に提出

(６)
有価証券報告書の 
訂正報告書

事業年度 
（第29期）

自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日

平成19年11月26日 
東海財務局長に提出

(７)
半期報告書の 
訂正報告書

事業年度 
（第30期中）

自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日

平成19年11月26日 
東海財務局長に提出

(８)
有価証券報告書の 
訂正報告書

事業年度 
（第30期）

自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日

平成19年11月26日 
東海財務局長に提出



該当事項はありません。 

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独立監査人の中間監査報告書 

 
  
 

五洋インテックス株式会社 

 

  

 

  
 

   

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている五洋インテックス株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の中間連結

会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借

対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書につ

いて中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場

から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損な

うような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続

等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査

の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸

表の作成基準に準拠して、五洋インテックス株式会社及び連結子会社の平成18年９月30日現在の財政状態並

びに同日をもって終了する中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の経営成績及

びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上

 

平成18年12月27日

   取 締 役 会     御 中

監査法人 トーマツ

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士  岸  澤     修  ㊞

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士  水  野  信  勝  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しており

ます。

 



独立監査人の中間監査報告書 

 
  
 

五洋インテックス株式会社 

 
  
 

  
 

   

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられている五洋インテックス株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの連結会計年度

の中間連結会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中

間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー

計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は

独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損な

うような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続

等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査

の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸

表の作成基準に準拠して、五洋インテックス株式会社及び連結子会社の平成19年９月30日現在の財政状態並

びに同日をもって終了する中間連結会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）の経営成績及

びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  
追記情報 

会社は継続企業の前提に関する注記に記載されているとおり、前連結会計年度までの２連結会計年度に引

続き、当中間連結会計期間においても206,210千円と大幅な営業損失を計上し、加えて営業活動によるキャ

ッシュ・フローについても前連結会計年度までの２連結会計年度に引続き、当中間連結会計期間においても

126,709千円のマイナスとなっている状況にあり、継続企業の前提に関する重要な疑義が存在している。当

該状況に対する経営計画等は当該注記に記載されている。中間連結財務諸表は、継続企業を前提として作成

されており、このような重要な疑義の影響を中間連結財務諸表には反映していない。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上

 

平成19年12月21日

   取 締 役 会     御 中

監査法人 トーマツ

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士  岸  澤     修  ㊞

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士  水  野  信  勝  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会

社）が別途保管しております。

 



独立監査人の中間監査報告書 

 

  

 

五洋インテックス株式会社 

 

  

 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている五洋インテックス株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第30期事業年度の中間会

計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中

間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任者は

経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心

とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、五洋インテックス株式会社の平成18年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する

中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示してい

るものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 
  

 

平成18年12月27日

    取 締 役 会   御 中

監査法人 トーマツ

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士  岸  澤     修  ㊞

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士  水  野  信  勝  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しており

ます。

 



独立監査人の中間監査報告書 

 

  

 

五洋インテックス株式会社 

 
  
 

  
 

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられている五洋インテックス株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの第31期事業年

度の中間会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借

対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作

成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにあ

る。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心

とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、五洋インテックス株式会社の平成19年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する

中間会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示してい

るものと認める。 

  

追記情報 

継続企業の前提に関する注記に記載されているとおり、前事業年度までの２事業年度に引続き、当中間会

計期間においても200,007千円と大幅な営業損失を計上している状況にあり、継続企業の前提に関する重要

な疑義が存在している。当該状況に対する経営計画等は当該注記に記載されている。中間財務諸表は、継続

企業を前提として作成されており、このような重要な疑義の影響を中間財務諸表には反映していない。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 
  

 

平成19年12月21日

    取 締 役 会   御 中

監査法人 トーマツ

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士  岸  澤     修  ㊞

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士  水  野  信  勝  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会

社）が別途保管しております。

 


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２事業の内容
	３関係会社の状況
	４従業員の状況

	第２事業の状況
	１業績等の概要
	２仕入及び販売の状況
	３対処すべき課題
	４経営上の重要な契約等
	５研究開発活動

	第３設備の状況
	１主要な設備の状況
	２設備の新設、除却等の計画

	第４提出会社の状況
	１株式等の状況
	(1)株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	(2)新株予約権等の状況
	(3)ライツプランの内容
	(4)発行済株式総数、資本金等の状況
	(5)大株主の状況
	(6)議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等


	２株価の推移
	当該中間会計期間における月別最高・最低株価
	３役員の状況

	第５経理の状況
	１中間連結財務諸表等
	(1)中間連結財務諸表
	①中間連結貸借対照表
	②中間連結損益計算書
	③中間連結株主資本等変動計算書
	④中間連結キャッシュ・フロー計算書
	事業の種類別セグメント情報
	所在地別セグメント情報
	海外売上高

	(2)その他

	２中間財務諸表等
	(1)中間財務諸表
	①中間貸借対照表
	②中間損益計算書
	③中間株主資本等変動計算書

	(2)その他


	第６提出会社の参考情報

	第二部提出会社の保証会社等の情報

	監査報告書

	pageform1: 1/58
	pageform2: 2/58
	form1: EDINET提出書類  2007/12/26 提出
	form2: 五洋インテックス株式会社(401466)
	form3: 半期報告書
	pageform3: 3/58
	pageform4: 4/58
	pageform5: 5/58
	pageform6: 6/58
	pageform7: 7/58
	pageform8: 8/58
	pageform9: 9/58
	pageform10: 10/58
	pageform11: 11/58
	pageform12: 12/58
	pageform13: 13/58
	pageform14: 14/58
	pageform15: 15/58
	pageform16: 16/58
	pageform17: 17/58
	pageform18: 18/58
	pageform19: 19/58
	pageform20: 20/58
	pageform21: 21/58
	pageform22: 22/58
	pageform23: 23/58
	pageform24: 24/58
	pageform25: 25/58
	pageform26: 26/58
	pageform27: 27/58
	pageform28: 28/58
	pageform29: 29/58
	pageform30: 30/58
	pageform31: 31/58
	pageform32: 32/58
	pageform33: 33/58
	pageform34: 34/58
	pageform35: 35/58
	pageform36: 36/58
	pageform37: 37/58
	pageform38: 38/58
	pageform39: 39/58
	pageform40: 40/58
	pageform41: 41/58
	pageform42: 42/58
	pageform43: 43/58
	pageform44: 44/58
	pageform45: 45/58
	pageform46: 46/58
	pageform47: 47/58
	pageform48: 48/58
	pageform49: 49/58
	pageform50: 50/58
	pageform51: 51/58
	pageform52: 52/58
	pageform53: 53/58
	pageform54: 54/58
	pageform55: 55/58
	pageform56: 56/58
	pageform57: 57/58
	pageform58: 58/58


